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はじめに：柔らかい社会基盤の実現に向けて
▐ 街の課題解決に資する新事業創造の連鎖よって地域活性化を目指す。
▐ 自治体オープンデータとIoTが社会価値創造の新たな起爆剤。
▐ 地場企業等の参入で業界を再編するエコシステム型の社会基盤サービスを形成。
▐ リーンスタートアップを実現する共通運用サポート機能の提供。
▐ 平時・イベント時・災害時など変化に順応するシステムモデルの確⽴。
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オープンデータが起爆剤
▐ 自治体オープンデータは経済活性化と⾏政効率化に資する好循環の起爆剤。
▐ 積極的に公開して⺠間企業を活用したサービス提供。
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オープンデータ活用イメージ
▐ 公共機関/⺠間企業等の保有データをオープンなライセンスのもとで公開。
▐ データ分析や異種データ融合によりデータ利活用における新事業創造の促進。
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【参考】 オープンデータ活用事例
▐ 市とベンチャーが協働でビジネス開発
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【参考】 オープンデータ活用事例
▐ Buildingeye＋サンフランシスコ市営交通局（EIR）
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エコシステム型スマートタウンによる価値循環
▐ 地場企業などマルチベンダーの参入で街づくりのエコシステムを形成。
▐ 利用者が増え、サービス開発の参加者が増え、街全体の社会価値が向上。
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本格
システム

リーンスタートアップ型の事業創造
▐ 新事業は共創チームで⼩さくつくり仮説検証を繰り返して使えるものに成⻑させる。
▐ 地域内での自律的な実⾏体制の確⽴に向けてサポート機能が必要。
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共通運用サポート機能の提供（案）
▐ 事業化コーディネート（コンサル、PM）のための専門人材派遣。
▐ リーンスタートアップのため一定期間の共通PF提供サービス。
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【参考】 オープンデータ関連の推進組織

●名称：一般財団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構

●設⽴：2014年10月14日

●目的：公共機関が保有するデータのオープンデータ公開を推進し国・地方公共
団体が公開したデータと組み合わせてビッグデータとして利活用することに
よって新たなビジネスを創出し、地方創生を推進する。

2020年の東京オリンピック・パラリンピックも⾒据えた経済の活性化を
⾏うための組織として、⽐較的自由度の高い運営が可能な一般社団
法人の形態を前提に、オープンデータ流通推進コンソーシアムの成果を
引き継いで設⽴。

出典：http://www.vled.or.jp/

http://www.vled.or.jp/
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変化に順応するシステムモデルを目指して
▐ ライフ&ワークフローのニーズに合わせサービスが最適化されるエコシステムの形成。
▐ 平時/イベント時/災害時など変化するリソース要求に順応する仮想化モデル。
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